
分割出願の改正法はいつの出願から適

用されるのですか？

分割出願の改正法は，平成19年４月１

日以降を出願日（遡及日）とする原

出願からの分割出願に適用されます。それ以前，

すなわち平成19年３月31日までの出願日（遡及

日）の原出願からの分割出願については，従前

の規定が適用されます。

従来の分割出願の規定と大きく変わっ

た点はどこですか？

今回の改正では，①分割の時期的制限

の緩和，②「他の特許出願」につき

通知済の拒絶理由を解消しない分割出願の補正

制限，を行っています。ここで，「他の特許出

願」とは，分割に伴い同時にされたとみなされ

る出願のうち自身以外のものをいい，原出願や

他の分割出願（子出願，孫出願）などがこれに

あたります。また出願人が名義変更されたもの

も含みます２）。

①については，今回の改正により分割出願で

A 2

Q 2

A 1

Q 1

1 ．出願分割に関する改正法について きる時期が緩和され，今までの補正可能期間に

加え，特許査定後や拒絶査定後も分割すること

が可能となりました（第44条第１項）。

②については，分割出願において，「他の特

許出願」の審査で通知済みの拒絶理由が解消さ

れていない場合（たとえば，分割出願の特許請

求の範囲に，「他の特許出願」の審査で進歩性

が否定された発明と実質的に同じ発明が含まれ

ている場合）には，１回目の拒絶理由の通知を

受けた場合であっても，「最後の拒絶理由通知」

を受けた場合と同様の補正制限が課されること

になりました（第50条の２）。拒絶の理由が既

に「他の特許出願」に通知されていれば重ねて

通知する必要がないことから，既に「他の特許

出願」に通知されている拒絶理由を解消してい

ない分割出願を抑制する観点から導入されたも

のです。

分割出願のできる時期を教えてくださ

い。
Q 3
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補正可能期間，特許査定後，拒絶査定

後に，分割出願をすることが可能と

なりました。

ただし，拒絶査定，特許査定とも，拒絶査定

不服審判を請求した後に受けた査定は除かれま

す。

また，特許査定後および拒絶査定後に分割出

願をすることができる期間は，特許料納付期

限／審判請求期限が，請求／職権で延長された

場合にはそれに合わせて延長されます。

分割出願のできる範囲を教えてくださ

い。

今回の法改正後でも，分割出願のでき

る対象は「二以上の発明を包含する

特許出願」であり，従来法と変わりません。従

って，原出願が補正可能な期間内にする分割出

願については，従来と同様に原出願の出願当初

の明細書または図面等に記載された範囲で分割

出願することができます。ただし，今回の法改

正により新たに分割出願可能となりました，原

出願について補正をすることができない期間で

ある，特許査定後および拒絶査定後にする分割

出願については，それまでに補正により当初明

細書から削除された発明については，分割出願

することはできません。なお，このように当初

明細書から削除された発明であっても，拒絶査

定後に分割出願を行おうとする場合では，従来

通り拒絶査定不服審判を行えば，その審判請求

日から30日以内は分割出願することが可能です。

分割出願する際に注意する点はありま

すか？

「他の特許出願」と同一の拒絶理由が

分割出願にある場合，改正法ではそ

の旨の通知が拒絶理由通知と合わせてなされる

ことになります（第50条の２）。この通知がな

されると，最後の拒絶理由通知を受け取った場

A 5

Q 5

A 4

Q 4

A 3
合と同様の補正制限が課されることになりま

す。このため，「他の特許出願」において既に

通知されている拒絶理由と同一の拒絶理由が再

度通知されることのないよう，十分に精査する

ことが必要です。また，発明の単一性の要件を

満たす範囲で権利化したい発明を分割当初より

漏れなくクレームアップしておくことをお勧め

します。

また，改正法では，原出願についての特許査

定の謄本の送達後30日以内に分割出願すること

が認められますが，30日以内であっても，原出

願が登録されるとそれ以降はもはや分割できな

くなることに注意が必要です。

包括納付制度を利用している場合は，特許庁

において30日経過後に設定するよう運用される

見込みです。なお，いち早く設定登録をする場

合には，「包括納付援用制限届」を提出して包

括納付の援用を制限した上で，特許料を個別に

納付することができます。一方，個別納付の場

合は，特許庁で登録時期をコントロールするこ

とはない模様です。このため，査定謄本送達後

早い時期に特許料を納付すると，30日間を経過

する前に登録されることも予想されます。個別

納付の場合に30日の期間を確保するためには，

特許料を早期に納付しないよう注意することが

必要です。

分割出願する際，従前と異なる手続き

はありますか？

分割出願に係る審査の効率化を図るた

め３），平成19年４月1日以降に出願を

分割するときに，上申書の提出が求められるこ

とになりました４）。この上申書の提出は，改正

法適用前の原出願に基づく分割にも適用される

点，留意が必要です。

出願人はこの上申書において，①分割出願の

明細書，特許請求の範囲または図面を転記等し

た上で原出願の分割直前の明細書，特許請求の

A 6

Q 6
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範囲または図面からの変更箇所に下線を施す等

により，原出願からの変更箇所を明示するとと

もに，原出願からの変更箇所が原出願の明細書

等に記載された事項の範囲内であること，②

「他の特許出願」に係る拒絶の理由を解消して

いること，③分割出願に係る発明と他の特許出

願に係る発明とが同一発明でないこと（一見し

て明らかな場合を除く），について説明をする

必要があります４）。

なお，「他の特許出願」として原出願しかな

い場合は変更点の明示は上記①で説明済みです

ので，上記③でさらなる説明を行うことは不要

です。

また，②の説明は第50条の２の適用がある原

出願日が平成19年４月１日以降のもののみに必

要となります。さらに，③の説明において，

「他の特許出願」が複数ある場合にはそのすべ

てに対して同一発明でないことを説明しなけれ

ばなりません。上申書を提出しておらず，審査

官が簡単に判別できない場合などは，審査官か

ら，必要に応じて，上記しました内容について

説明した書類の提出を求められることがありま

す（第194条第１項）。

「特許査定後の分割」の具体例を教え

てください。

たとえば，原出願の出願当初の明細書

または図面に発明Ａ，Ｂ，Ｃが記載

されており，特許請求の範囲に発明Ａのみしか

記載されていない状態で特許査定を受けた場合

を仮定します。

この場合，発明Ｂ，Ｃの権利化を望む場合は，

発明Ｂ，Ｃが発明の単一性の要件（第37条）を

満たせば，発明Ｂ，Ｃについて単一の分割出願

をしても良いし，発明Ｂ，Ｃの各々につき別々

に権利化を望む場合は，発明Ｂ，Ｃをそれぞれ

特許請求の範囲に記載した複数の分割出願をす

ることもできます。ただし，特許査定時に明細

A 7

Q 7

書または図面に記載されていない発明は，分割

出願できませんので，出願当初の明細書または

図面に記載されていた発明を，審査係属中（査定

前）に不用意に削除しないよう注意が必要です。

「拒絶査定後の分割」の具体例を教え

てください。

Ｑ７と同様の原出願を仮定します。

この場合，特許査定時の場合と同様

に，拒絶査定時および出願時の双方の明細書ま

たは図面に記載されている発明Ｂ，Ｃを特許請

求の範囲に記載した分割出願ができます。その

際，原出願での拒絶査定不服審判の請求は不要

です。また，特許査定時と同様，拒絶査定時に

明細書または図面に記載されていない発明は，

分割出願できません。

ただし，拒絶査定不服審判請求後30日以内で

あれば，当初明細書または図面から削除した発

明についても従前と同じように分割出願が可能

です。

どのような補正がシフト補正に該当す

るのですか？

拒絶理由通知後に補正した発明が，補

正前の特許請求の範囲に記載された

発明のうち新規性・進歩性等の特許要件（以下

「特許性」といいます。）の審査が行われた発明

と同一のまたは対応する特別な技術的特徴を有

さず，発明の単一性の要件を満たさなくなるよ

うな補正がシフト補正に該当します。

たとえば，補正前の特許請求の範囲に記載さ

れた発明が「携帯電話用の高感度アンテナ」で

あるときに，これを「折り畳み携帯電話用のヒ

ンジ」のように発明の単一性の要件を満たさな

い発明へ変更する補正や，補正前の特許請求の

範囲に記載された発明が「Ａ：携帯電話用の高

感度アンテナ」および「Ｂ：折り畳み携帯電話

A 1

Q 1

2 ．シフト補正に関する改正法について

A 8

Q 8
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用のヒンジ」であり，これらが発明の単一性の

要件を満たさないために審査官が発明Ａのみを

審査したときに，これを発明Ｂへ変更する補正

などがシフト補正に該当します。

なぜシフト補正禁止の制度を導入した

のですか？

従来，最初の拒絶理由通知後の補正で

は，審査対象となった発明から発明

の単一性の要件を超えた発明への変更が可能で

あり，その補正後の審査において，それまで行

った先行技術調査・審査の結果を有効に活用で

きずに先行技術調査・審査のやり直しが必要と

なるような補正も許容されていました。しかし，

このような審査のやり直しとなる，発明を大き

く変更する補正（いわゆる「シフト補正」）は，

制度の国際調和や迅速・的確な権利付与に支障

が生じるばかりではなく，各出願間の取り扱い

の公平性にも欠けていました。そこで，今回の

改正によりシフト補正を禁止する新たな制度を

導入しました（第17条の２第４項）。

「特別な技術的特徴を有する」とはど

ういうことでしょうか？

「特別な技術的特徴」とは，発明の先

行技術に対する貢献を明示する技術

的特徴をいいます。「特別な技術的特徴を有す

る」ためには，発明の先行技術に対する貢献を

もたらすものではないことが明らかになった場

合，すなわち，次の①～③のいずれの場合にも

該当しないことが必要です５）。

① 先行技術の中に発見された場合

② 一の先行技術に対する周知技術，慣用技

術の付加，削除，転換等であって新たな

効果を奏するものではない場合

③ 一の先行技術に対する単なる設計変更で

あった場合

A 3

Q 3

A 2

Q 2

シフト補正に該当する場合，どのよう

に取り扱われますか？

審査官がシフト補正に該当すると認定

し，審査対象とならなかった発明は，

拒絶理由通知の対象となります６）。この場合，

そのシフト補正は１回目の拒絶理由通知後の補

正に該当するため，シフト補正に対する拒絶理

由通知は最後の拒絶理由通知となり，補正の制

限を受けることになります７）。

なお，拒絶理由通知と併せて同法第50条の２

の規定に基づく通知がなされた場合（１章のＱ

５を参照ください。）に応答する補正，最後の

拒絶理由通知に応答する補正，拒絶査定不服審

判請求時の補正が，シフト補正と認定され，審

査対象とならなかった場合には，補正却下の対

象となります（第53条，第159条第１項，第163

条第１項）。

シフト補正の禁止規定は，特許庁に係属

中のすべての出願に適用されますか？

シフト補正の禁止規定は，平成19年４

月１日以降の出願に対して適用され，

それ以前の出願に対しては適用されません１）。

なお，平成19年４月１日以降の分割出願であ

っても，原出願日がそれ以前である場合にはシ

フト補正禁止の規定は適用されません。一方，

国内優先権を主張する場合には出願日は遡及し

ませんので，平成19年４月１日より前の出願を

基礎出願とする場合でもシフト補正禁止の規定

が適用されます。

最初の拒絶理由通知前にした補正であ

っても，シフト補正禁止の規定が適

用されるのですか？

シフト補正に該当するか否かは，補正

前の特許請求の範囲に記載された発

明のうち審査において特許性の審査が行われた

すべての発明と，補正後の特許請求の範囲に記

A 6

Q 6

A 5

Q 5

A 4

Q 4
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載されたすべての発明との間で発明の単一性の

要件を満たすか否かを基準に判断されます６）。

従って，最初の拒絶理由通知前に自発的に補正

した場合には，当然に補正前の特許請求の範囲

に記載された発明は，「特許性の判断が示され

た」発明とはいえませんので，シフト補正には

該当しません。

補正前に拒絶理由通知が複数回なされ

ている場合，シフト補正であるか否

かの判断はどのようになりますか？

１回目の拒絶理由通知を含め，その補

正前までになされたすべての拒絶理

由通知において特許性の判断が示されたすべて

の発明と，当該補正後の特許請求の範囲に記載

されたすべての発明とが，全体として発明の単

一性の要件を満たすか否かによりシフト補正で

あるか否かが判断されます。

たとえば，出願当初の特許請求の範囲に発明

Ａと発明Ｂが記載されており，発明Ａのみに１

回目の拒絶理由が通知され，補正をしないで意

見書のみで対応した後，発明Ｂに２回目の最初

の拒絶理由が通知されたときに，出願人が発明

Ｂを発明ｂ（発明ｂは発明Ｂの下位概念に相当）

へ変更する補正をした場合には，補正前の発明

Ａと発明Ｂと，補正後の発明ｂとが全体として

発明の単一性の要件を満たす必要があります。

補正前の特許請求の範囲の請求項１に

係る発明が「特別な技術的特徴」を

有しない場合はどうなるのですか？

補正前の特許請求の範囲の最初に記載

された発明（請求項１に係る発明）

が特別な技術的特徴を有しない場合には，発明

の単一性の要件の審査手順に従い，最後に特別

な技術的特徴の有無が判断された補正前の発明

（補正前の請求項１に係る発明以外に特別な技

術的特徴を有する発明が含まれている場合に

A 8

Q 8

A 7

Q 7

は，最初に特別な技術的特徴を有すると判断さ

れた請求項に係る発明）の発明特定事項をすべ

て含む同一カテゴリーの発明への補正は，シフ

ト補正であっても原則として審査対象とされま

す。一方，当該発明特定事項の少なくとも一部

を含まない発明への補正は，原則として審査対

象とされず，シフト補正禁止の規定が適用され

ます８）。

補正前の特許請求の範囲で審査対象と

なった発明がすべて「特別な技術的

特徴」を有しないと判断された場合はどうなる

のですか？

補正後の発明が，「最後に特別な技術

的特徴の有無が判断された補正前の

発明（この場合，通常は補正前の最下位の請求

項に係る発明）」の発明特定事項をすべて含む

同一カテゴリーの発明である場合は，シフト補

正であっても審査対象とされます。ただし，補

正後の発明に追加された技術的特徴が，直前に

特別な技術的特徴の有無を判断した発明と技術

的に関連性が低く，かつ当該技術的特徴から把

握される，発明が解決しようとする具体的な課

題の関連性も低いときは，当該技術的特徴を含

む補正後の発明は審査対象から除外されます９）。

また，補正前の発明の発明特定事項の一部を

含まない発明へ変更する補正をした場合であっ

ても，審査対象とされた発明の審査を行った結

果，当該発明が実質的に審査が終了している発

明に該当するときは，当該補正はシフト補正で

あっても審査対象に加えられます10）。

補正前の特許請求の範囲に記載された

発明が選択肢で表現されている場合

やマーカッシュ形式で記載されている場合に

は，どの発明を基準にシフト補正に該当するか

否かが判断されますか？

Q 10

A 9

Q 9
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補正前後の特許請求の範囲に記載され

た発明間で同一のまたは対応する特

別な技術的特徴を有しているか否かの判断は，

発明の単一性の要件の審査基準に従うことにな

ります６）。すなわち，特許請求の範囲に記載さ

れた発明の発明特定事項が選択肢で表現されて

いる場合には，原則として最初の選択肢を選ん

で把握される発明が特許請求の範囲に最初に記

載された発明として認定されます。一方，特許

請求の範囲に記載された発明がマーカッシュ形

式で記載されている場合には，明細書に記載さ

れた実施例等の記載を考慮して，適切な選択肢

を選んで把握され発明が特許請求の範囲に最初

に記載された発明として認定されます11）。そし

て，この認定された発明を基準として補正前後

の特許請求の範囲に記載された発明間におい

て，同一のまたは対応する特別な技術的特徴を

有するか否かで，シフト補正に該当するか否か

が判断されます。

次の補正後の発明は審査されますか？Q 11

A 10

（事例１）について

本事例では，補正前の特許請求の範

囲は一つの請求項（発明特定事項Ａ）のみであ

るため，補正により新たに発明特定事項Ｂを追

加した補正後の請求項①（Ａ＋Ｂ）と，請求項

①にさらに発明特定事項Ｘを追加した請求項②

（Ａ＋Ｂ＋Ｘ）は，原則として審査対象となり

ます。

ただし，追加するＸが請求項①（Ａ＋Ｂ）と

技術的な関連性が低く，かつ，Ｘから把握され

る具体的な解決課題も請求項①（Ａ＋Ｂ）と関

連性が低い場合には請求項②は審査対象とはな

りません。

（事例２）について

本事例では，補正前の請求項２の発明特定事

項（Ａ＋Ｂ）をすべて含む同一カテゴリーの発

明への補正のみが許容されるところ，補正後の

請求項①（Ａ＋Ｃ）は補正前の請求項２の発明

特定事項Ｂを含んでいないため，原則として審

査対象とはなりません。

（事例３）について

本事例でも，事例２と同様，補正前の請求項

２の発明特定事項をすべて含む同一カテゴリー

の発明への補正のみが許容されます。補正後の

請求項①は，補正前の請求項２の発明特定事項

（Ａ＋Ｂ）をすべて含むため，原則として審査

対象となります。一方，補正後の請求項②は補

正前の請求項２の発明特定事項（Ａ＋Ｂ）のす

べてを含むものではないため，原則として審査

対象とはなりません。ただし，補正後の請求項

①（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）の審査において，請求項②

（Ａ＋Ｃ）の審査が実質的に終了している発明

に該当する場合には，請求項②（Ａ＋Ｃ）も審

A 11
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＜事例１＞

［補正前］請求項１：Ａ STF無

↓

［補正後］請求項①：Ａ＋Ｂ

請求項②：Ａ＋Ｂ＋Ｘ

＜事例２＞

［補正前］請求項１：Ａ STF無

請求項２：Ａ＋Ｂ STF無

↓

［補正後］請求項①：Ａ＋Ｃ

＜事例３＞

［補正前］請求項１：Ａ STF無

請求項２：Ａ＋Ｂ STF無

↓

［補正後］請求項①：Ａ＋Ｂ＋Ｃ

請求項②：Ａ＋Ｃ

注）STF＝特別な技術的特徴

補正前後の発明は同一カテゴリー
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査対象に加えられます。

審査の結果，シフト補正に該当すると

判断された場合，拒絶理由通知書に

はどのようなことが記載されるのでしょうか？

たとえば，審査の結果，補正後の請求

項３が審査対象とならなかった場合，

拒絶理由通知書には，請求項１及び２に係る発

明について特許性の審査結果が記載される一

方，請求項３に係る発明については，シフト補

正禁止の規定に違反し，審査対象とならなかっ

たことが明示されるとともに，審査対象となら

ない理由が記載されます12）。ただし，請求項３

に係る発明が，審査対象となる発明について審

査を行った結果，審査が実質的に終了している

他の発明や，特別な技術的特徴が変更された発

明であるか否かが簡単には判別できない発明に

該当する場合には，シフト補正禁止の規定の要

件を必要以上に厳格に適用することがないよう

にするために，例外的に請求項３に係る発明に

ついても特許性の審査結果が拒絶理由通知書に

示されることになります13）。

シフト補正に該当しないようにするた

めには，どのような点に留意して特

許請求の範囲や明細書を作成すればよいです

か？

シフト補正禁止規定の導入により，今

後は，願書に最初に添付された特許

請求の範囲および明細書の記載が重要になりま

す。以下にその注意点を列挙します。

たとえば，補正後の請求項１に係る発明に新

たな技術的特徴を追加する補正を行った場合，

補正前の請求項１に係る発明が特別な技術的特

徴を有するときは，当該補正はシフト補正には

① 請求項１に係る発明にはできる限り特別

な技術的特徴を有する発明を記載すること。

A 13

Q 13

A 12

Q 12

該当しませんが，特別な技術的特徴を有しない

ときは，当該技術的特徴が補正前の請求項１に

係る発明とは技術的に関連性が低く，かつ当該

技術的特徴から把握される解決課題も低いと判

断された場合，当該補正後の発明は審査対象と

されない可能性が高くなります。従って，出願

前に先行技術調査を行い，請求項１には新規性

を有し，かつ周知技術，慣用技術の付加等に該

当しない発明を記載すべきです。

審査において補正前の請求項１に係る発明が

特別な技術的特徴を有しないと判断された場

合，原則として最後に特別な技術的特徴の有無

を判断した補正前の発明の発明特定事項をすべ

て含む同一カテゴリーの発明への補正のみが認

められます。そのため，権利化したい発明が下

位の請求項に記載されていると，直前に特別な

技術的特徴の有無が判断された請求項に係る発

明の発明特定事項をすべて含まなければなら

ず，不要な限定事項を含む発明への補正しか認

められないことになります。また，実施例レベ

ルの下位概念化した発明ａが下位の請求項に記

載されている場合に，これを上位概念化した発

明Ａへ補正したときは，発明Ａは，補正前に特

別な技術的特徴の有無が判断された発明ａの発

明特定事項をすべて含んでいないため，当該補

正後の発明Ａは審査対象とされない可能性が高

いと思われます。従って，権利化したい発明は

できるだけ上位の請求項から優先度の高い順番

で段階的に記載することが重要となります。

③ 明細書において，各請求項に係る発明に

記載される技術的特徴と，当該技術的特徴

から把握される発明が解決しようとする課

題はできるだけ相互に関連性を持たせて記

載すること。

② 権利化したい発明は，請求項１から優先

度の高い順番に段階的に記載すること。
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特別な技術的特徴の有無が判断された発明に

新たな技術的特徴を追加する補正を行う場合，

追加した技術的特徴が直前の発明と技術的に関

連性が低く，かつ課題の関連性も低いと，当該

請求項に係る発明は特許性が判断されないこと

があるためです。従って，各請求項に係る発明

の技術的特徴と，その技術的特徴から把握され

る解決課題はできる限り関連性を持たせて記載

すべきです。

拒絶理由通知前であれば，出願当初の明細書

等の範囲内で自由に補正でき，該補正はシフト

補正として取り扱われることはありません。従

って，今後は審査が着手されるまでに再度の先

行技術調査を行い，シフト補正の問題を回避す

ることが非常に有効な手段となります。当該調

査の結果，近い先行技術の存在が判明した場合

には，当該先行技術を回避するために，発明の

特別な技術的特徴を変更する補正も検討し，審

査が着手される前に当該補正をしておく，とい

う手段が有効でしょう。

なお，再度の先行技術調査を行うタイミング

は，出願審査請求前が望ましいと思われます。

出願審査請求前であれば，先行技術調査の結果

によってはシフト補正等の問題のみならず，出

願取下げ等の方策により無駄な審査請求費用の

支払いをも回避できる場合があるためです。

本稿の作成に当たっては，特許庁特許審査第

１部調整課審査基準室の桂正憲室長補佐をはじ

めとする審査基準室の関係者にご協力いただき

④ 審査が着手されるまでに，再度の先行技

術調査をし，請求項１に係る発明が特別な

技術的特徴を有しないことが判明した場合

には当該技術的特徴を有するように自発的

に補正しておくこと。

ました。

注　記

1） 特許庁ホームページ，「分割・補正等」の審査基

準改訂について

http://www.jpo.go.jp/tetuzuki/t_tokkyo/shin

sa/bunkatu_kizyun.htm

2） 改訂審査基準 第Ⅴ部 第１章 第２節 第50条の2

の通知「2.1「他の特許出願（中略）」」

3） 産業構造審議会知的財産政策部会，「特許制度の

在り方について」報告書（平成18年２月）

4） 改訂審査基準 第Ⅴ部 第１章 第１節 出願の分割

の要件「５．分割出願の審査のために必要な説

明書類の提出の求め」

5） 改訂審査基準 第Ⅰ部 第２章 発明の単一性の要

件「2.2 基本的な考え方」

6） 改訂審査基準 第Ⅲ部 第Ⅱ節 発明の特別な技術

的特徴を変更する補正「4.1基本的な審査の進め

方」

7） 改訂審査基準 第Ⅸ部 審査の進め方「4.3.3.1「最

後の拒絶理由通知」とすべき場合」

8） 前掲注６）「4.3 補正前の特許請求の範囲の最初

に記載された発明が特別な技術的特徴を有しな

い場合の審査の進め方」

9） 前掲注６）「4.3.2 補正前の特許請求の範囲にお

いて審査対象とされたすべての発明が特別な技

術的特徴を有していなかった場合」の手順④

10） 前掲注６）「4.3.2 補正前の特許請求の範囲にお

いて審査対象とされたすべての発明が特別な技

術的特徴を有していなかった場合」の手順⑤

なお，「実質的に審査が終了している発明」には，

審査対象となった発明の発明特定事項の一部を

含まない発明，発明特定事項の一部又は全部が

上位概念化されている発明等も含まれます（パ

ブリックコメント「分割，補正等に関する改訂

審査基準（案）」に対して寄せられたご意見の概

要とご意見等の概要及び回答；Ｑ26のＡ（2007

年３月23日特許庁））

11） 前掲注５）「4.1基本的な考え方」の（1）注

12） 前掲注６）「５．留意事項」の（2）

13） 前掲注６）「５．留意事項」の（4）

（原稿受領日　2007年３月26日）
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